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１．調査機関

（社）発明協会

２．調査目的

我が国企業における研究者の研究創作の評価及び奨
励に関しての実態把握を行うため

３．アンケート対象

（調査Ａ）

全国発明表彰受賞者 93人

有効回答率:49.5％ （有効回答数 46 名）

（調査Ｂ）

上記以外の発明者（以下「研究者」という）

6,973名（2,352社）

有効回答率:34.3％ （有効回答数 2394 名）
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主な質問とそれに対する回答
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Ａ．研究開発活動のインセンティブ、研究開発成果に対する企業の評価についてＡ．研究開発活動のインセンティブ、研究開発成果に対する企業の評価について

研究者にとって、研究開発活動のインセンティ
ブは、第１に会社の業績アップ、第２に研究者
としての評価
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Ａ．研究開発活動のインセンティブ、研究開発成果に対する企業の評価についてＡ．研究開発活動のインセンティブ、研究開発成果に対する企業の評価について

自分の研究開発の成果が、企業に適切に評価さ
れていると思う者の割合は、「十分」と「まあ
まあ」を合わせて約１／３
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Ａ．研究開発活動のインセンティブ、研究開発成果に対する企業の評価についてＡ．研究開発活動のインセンティブ、研究開発成果に対する企業の評価について

研究者にとって研究成果に対する評価として好
ましいのは、「報奨（補償）金」と「昇進・昇
格」
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Ｂ．報奨（補償）金についてＢ．報奨（補償）金について

報奨（補償）金が研究活動のインセンティブに
なったとする研究者は、「十分になった」が
９％、「多少なった」が５０％。一方、「あま
りならなかった」とするのは２５％

２．多少なった

50.4%

３．あまりならな

かった

24.4%

４．ならなかった

13.4%

５．分からない

2.7%
１．十分になった
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無回答

0.3%

【研究者】 【
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２．多少なった

62.5%

無回答
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0.0%

受賞者】
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Ｂ．報奨（補償）金についてＢ．報奨（補償）金について

報奨（補償）金がインセンティブとならなかっ
た主な理由は、報奨（補償）金額が自己評価に
比べ低かったり、評価時期が遅れたりしたため
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Ｂ．報奨（補償）金について － 実績報奨（補償）Ｂ．報奨（補償）金について － 実績報奨（補償）

報奨（補償）金の額については、「将来の利益
を見込んで支給すべき」、「実績に応じて支給
すべき」、「ランク付けに応じて支給すべき」
とする意見を合わせると８割以上に達する

２．実績に応じ
て支給
39.6%

１．将来の利益
を見込んで支
給すべき
16.3%

５．（３）が望ま
しいが、一定額
も可
4.5%
４．（２）が望ま
しいが、一定額
も可
7.9%

　　無回答
1.3%６．実績補償の

必要なし
2.5%

７．その他
1.1%

３．ランク付け
26.8%

【研究者】 【
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見込んで支給す
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19.6%

３．ランク付け

19.6%

５．（３）が望まし
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2.2%

４．（２）が望まし

いが、一定額も可

4.3%

６．実績補償の必

要なし

4.3% 無回答

0.0%

７．その他

0.0%

２．実績に応じて

支給

50.0%

受賞者】
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Ｂ．報奨（補償）金について － 実績報奨（補償）Ｂ．報奨（補償）金について － 実績報奨（補償）

報奨（補償）金の額については、実績等に応じ
て差別化されることが望ましいとする研究者が
多い一方、研究経験者である役員・経営者は
「一定額でも構わない」とする割合が高い
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も っ ぱ ら 一 人 で 研 究 ・ 開 発
す る 研 究 者 （ 開 発 者 ）

グ ル ー プ で 研 究 ・ 開 発 す る
研 究 者 （ 開 発 者 ） の 一 員

複 数 人 か ら な る 研 究 者
（ 開 発 者 ） の グ ル ー プ の
リ ー ダ

現 在 は 直 接 研 究 ・ 開 発 に
従 事 す る こ と は な い 管 理
職

現 在 は 直 接 研 究 ・ 開 発 に
従 事 す る こ と は な い 企 業
役 員 、 経 営 者
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Ｂ．報奨（補償）金について － 報奨（補償）金が大幅に上昇した場合の影響Ｂ．報奨（補償）金について － 報奨（補償）金が大幅に上昇した場合の影響

報奨金が大幅に増加した場合、「インセンティブ」や「や
る気」が高まる、とする意見が多い一方、「職場間での特
許の出し易さの格差や、利益は発明のみからもたらされる
のではないとの理由から、不公平感が高まる」との意見も
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Ｃ．相当の対価の決定方法について：企業が自由に設定できるようにすることに対してＣ．相当の対価の決定方法について：企業が自由に設定できるようにすることに対して

「相当の対価」を企業が自由に設定できるよう
にすべきとする研究者は、「賛成」２割弱、
「条件付賛成」１割強に対し、「反対」３割

賛成
19.0%

条件付賛成
11.5%

反対
29.5%

条件付反対
0.1%

どちらとも言
えない
25.8%

分からない
9.6%

その他
0.6%

無回答
3.7%

【研究者】 【

賛成
19.6%

条件付賛成
17.4%

反対
19.6%

条件付反対
0.0%

どちらとも言
えない
30.4%

分からない
10.9%

その他
2.2%

受賞者】
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Ｃ．相当の対価の決定方法について：企業が自由に設定できるようにすることに対してＣ．相当の対価の決定方法について：企業が自由に設定できるようにすることに対して

「賛成」の理由としては、「企業により特許の
価値や経営状況が異なるから」、とする回答が
大多数
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圧

迫

さ

れ

て

は

な

ら

な

い

か

ら

企

業

の

設

備

等

使

用

し

た

職

務

発

明

で

あ

る

か

ら

従

業

員

で

あ

る

以

上

、
企

業

に

従

う

べ
き

発

明

の

評

価

は

困

難

で

あ

る

か

ら

職

務

発

明

は

一

人

の

成

果

で

は

な

い

か

ら

会

社

の

貢

献

が

大

き

い

か

ら

法

で

規

制

す

べ
き

で

は

な

い

か

ら

企

業

間

の

競

争

・
雇

用

の

流

動

化

に

繋

が

る

か

ら

産

業

の

活

性

化

・
日

本

の

競

争

力

強

化

会

社

の

業

績

と

リ

ン
ク

し

イ

ン

セ

ン

テ

ィ

ブ

向

上

紛

争

回

避

個

人

で

は

算

定

が

技

術

的

・
費

用

的

・
手

続

的

に

困

難

公

平

感

が

あ

る

か

ら

こ

れ

ま

で

の

実

績

が

生

か

せ

る

か

ら

対

価

の

高

騰

を

防

ぐ

た

め

企

業

の

負

担

軽

減

運

用

上

混

乱

し

な

い
た

め

企

業

が

自

由

に

設

定

し

て
も

市

場

の

原

理

に

よ

り

あ

る

一

定

の

範

囲

に

落

ち

着

く

か

ら

相

当

の

対

価

は

、
企

業

の

利

益

と

い
う

発

明

者

の

く

わ

し

く

知

り

え

な

い

こ

と

に

基

づ

く

た

め

実

情

に

即

し

て

い
る

か

ら

合

意

が

難

し

い

か

ら

賛成理由【研究者】
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Ｃ．相当の対価の決定方法について：企業が自由に設定できるようにすることに対してＣ．相当の対価の決定方法について：企業が自由に設定できるようにすることに対して

「賛成の条件」としては、「従業者・組合の同
意を得ることや意見が反映されること」、「あ
る程度の基準を設けること」、「下限の設定」
及び「判断基準の公開・明確化」が多い
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47 45

27
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60

従
業
者
（
組
合
）
の
同
意
を
え

る
・
意
見
の
反
映

あ
る
程
度
の
基
準
は
設
定
す
る

（
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
等
）

下
限
の
設
定

判
断
基
準
の
公
開
・
明
確
化

公
正
な
評
価
判
断
の
策
定

労
働
者
保
護
的
観
点

従
業
者
と
の
協
議
の
場
の
確
保

第
三
者
（
機
関
）
に
よ
る

チ
ェ
ッ
ク

定
期
的
見
直
し

発
明
者
へ
の
十
分
な
配
慮

上
限
の
設
定

他
の
従
業
者
/

他
の
制
度
（
年

俸
制
）
と
の
バ
ラ
ン
ス

雇
用
の
前
の
条
件
提
示

現
状
以
下
に
な
ら
な
い
こ
と

紛
争
処
理
機
関
の
設
置
・
異
議

申
立
制
度

経
営
状
況
に
左
右
さ
れ
な
い
こ

と

他
社
と
の
協
調

終
身
雇
用
等
の
現
行
雇
用
制
度

の
維
持

そ
の
他

賛成条件【研究者】
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Ｃ．相当の対価の決定方法について：企業が自由に設定できるようにすることに対してＣ．相当の対価の決定方法について：企業が自由に設定できるようにすることに対して

「反対理由」としては、「一方的になってしま
い従業者に不利」とする回答が大多数

404
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0
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一

方
的

に
な

っ
て
し
ま

い
従

業
者

に
不
利

合
意

が
必
要

あ
る
程
度

の
基
準

が

（
ガ

イ

ド

ラ

イ

ン
な
ど

）
必
要

企

業
間

（
会
社
内

含
む

）
で

の
格
差

が
生

じ
る

経
営
状

況

や
景
気

等

に
左
右

さ
れ
る

イ

ン
セ

ン
テ

ィ
ブ
低
下

発
明

は
客
観
的

に
評

価
さ
れ

る

べ
き

（
経
営

と
は
関

係
な

利
益

に
基

づ

い
て
客
観
的

に

算
定

さ
れ
る

べ
き

企

業

に
は
適
正

な
評

価

が
で

き

な

い

算
定
基
準

が
不
明

確

最
低
基
準

は
法

で
規
制

す

べ

き

技
術
者

の
流

出

に
繋

が
る

現

状

と
変
わ
ら

な

い

時

代

の
流
れ

に
そ

ぐ
わ
な

い

か
ら

相

当

の
対

価

の
算
定

基
準

に

つ
い
て
法

で
明
記

す

べ
き

相

当

の
対

価

と

い
う

文
言

が

曖

昧

頭
脳
流

出
を
招
く

選
択

の
自
由
度

が
な

い
た

め

現

状

で
問
題

な

し

第
三
者

機
関

に
よ
る

チ

ェ
ッ

ク

が
必
要

そ

の
他

反対理由【研究者】
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Ｃ．相当の対価の決定方法について：使用者・従業者間の自由な合意に委ねることに対してＣ．相当の対価の決定方法について：使用者・従業者間の自由な合意に委ねることに対して

現行条文を改正し、使用者と従業者が「相当の
対価」について、自由に合意して決められるよ
うにすべきと答えた割合は「賛成」及び「条件
付き賛成」を合わせ約５割

賛成
39.3%

条件付賛成
10.4%反対

7.4%

条件付反対
0.2%

どちらとも言え
ない
28.5%

分からない
11.4%

その他
1.2%

無回答
1.7%

【研究者】

賛成
47.8%

条件付賛成
6.5%

反対
8.7%

条件付反対
0.0%

どちらとも言
えない
26.1%

分からない
10.9%

その他
0.0%

【受賞者】
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Ｃ．相当の対価の決定方法について：使用者・従業者間の自由な合意に委ねることに対してＣ．相当の対価の決定方法について：使用者・従業者間の自由な合意に委ねることに対して

「賛成」と答えた理由としては、「様々な要素
を考慮して決定すべき」、「従業員の意見もあ
る程度反映されるべき」、「現行規定が現状に
合わない」が多い

261

114
95 92

72 66 66 65
37 32 29 21 17 17 16 7 4 2 2 2

24

0
50
100
150
200
250
300

様

々

な
要
素

を

考
慮

し

て

合

意

に
よ

り

決

め
ら

れ

る

の

が
望

ま

し

い
か
ら

従

業
者

の
意
見

も
あ

る
程

度

は
反
映

さ
れ

る

べ
き

現

行
規
定

は
現
状

に
即

し

て
い
な

い
か
ら

労

働
者

の

イ

ン
セ

ン
テ

ィ

ブ
向
上

現

在

は
発

明
者

へ
の
還
元

が
少

な

い
か
ら

自
由

度

の
向
上

（
発

明

・

雇

用
形
態

の
多

様

性

に
対

応

可

能

）

発

明
者

の
権
利

保

護

対

価

の
額

（
評

価

基

準

）

・
権
利

関

係

の
明

確

化

現
状

で
は
対

価
額

を

算
定

す

る

の

が
難

し

い
た

め

能

力

主
義

の
反
映

・
明

確

化

紛

争
回
避

の
た

め

日

本

の
知

財

競

争
力

強
化

特

許

の
質

の
向
上

従

業
者

の
意

識

の
向
上

・

社

会
的

認

知

企

業

の
経

営

状

態

や
貢
献

に
対

す

る
配

慮

従

業
者

の
自
己

責
任

仕

方

な

い

企

業
間

に
競

争

の
原

理

が

生
ま
れ

る

か
ら

意

識

の
差

を
埋

め
る
た

め

法

律

で
規

制

す

る

こ
と

で

は
な

い

そ
の
他

賛成理由【研究者】
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Ｃ．相当の対価の決定方法について：使用者・従業者間の自由な合意に委ねることに対してＣ．相当の対価の決定方法について：使用者・従業者間の自由な合意に委ねることに対して

「条件付き賛成」と答えた者が挙げた賛成の条件とし
ては、「労使が対等に交渉できる環境整備」、「対価
算定ルール策定」、「合意に際しての組織的バック
アップ体制の整備」、「最低ラインの法による保証」

65

37
31
27
20
14 13 12 11 8 7 5 4 3 3 3 3 3 1 1
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0
10
20
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40
50
60
70

労

使

が
対

等

に
交

渉

で
き

る

環

境

の
整

備

対

価

算

定

に

つ
い

て
の
ガ

イ

ド

ラ

イ

ン

、
ル
ー

ル
の

策

定

合

意

の
際

の
組

合

等

（
知

財

部

門

、
代

理

人

等

）
の

バ

ッ
ク

ア

ッ
プ

最

低

ラ

イ

ン
の
法

に
よ

る

保

証

（
枠

組

み
策

定

）

対

価

の
算

定

方

法

（
評

価

基

準

）
の
明

確

化

他

の
従

業

者

/
他

の
制

度

（
年

俸

制

等

）
と

の

バ

ラ

ン

ス

上

限

の
設

定

契

約

の
定

期

的

な

見

直

し

第

三

者

（
機

関

）
に
よ

る

チ

ェ
ッ
ク

合

意

内

容

や
情

報

の
公

開

特

定

の
従

業

者

（
大

発

明

）
に
限

定

し

て
認

め
る

契

約

策

定

の
手

続

き

的

保

障

（
モ
デ

ル
作

成

や
新

入

社

員

補

助

等

）

使

用

者

に
よ

る

十

分

な

説

明

労

働

者

の
意

識

の
向

上

共

同

発

明

の
場

合

の
分

配

基

準

の
明

確

化

コ
ス
ト

や
手

間

が

か

か
り

す

ぎ

な

い

こ
と

基

本

給

の
保

証

合

意

で
き

な

か

っ
た

と
き

の
措

置

の
明

確

化

社

会

的

認

知

対

価

に

つ
い

て
知

財

部

が

決

定

す

る

こ
と

そ

の
他

賛成条件【研究者】
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Ｃ．相当の対価の決定方法について：使用者・従業者間の自由な合意に委ねることに対してＣ．相当の対価の決定方法について：使用者・従業者間の自由な合意に委ねることに対して

「反対」の理由としては、「交渉力の差を考慮
した労働者保護の観点」が圧倒的に多い

120

16 11 5 4 3 3 3 3 2 1 1 1 1
0
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40
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80
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120
140

労

働

者

保

護

の
観

点

（
交

渉

力

の
差

）

合

意

の
困

難

性

職

務

発

明

は
会

社

に
優

先

権

が
あ

る

べ
き

経

営

状

況

や
景

気

等

に
左

右

さ

れ

る

現

状

の
ま

ま

で

よ

い

日

本

人

は
ま

だ

契

約

に
不

慣

れ

で
あ

る

た

め

相

当

の
対

価

は
会

社

規

定

で
定

め

て
も

よ

い

交

渉

に
費

や
す

時

間

と
労

力

が
勿

体

な

い
た

め

他

の
従

業

者

・
他

の
制

度

（
年

俸

制

等

）
と

の

バ
ラ

ン

ス

研

究

者

間

の
公

平

性

の
確

保

発

明

の
価

値

よ
り

大

き

な

補

償

が
な

さ

れ

る

べ
き

で

は
な

い
か
ら

組

織

の
秩

序

維

持

の
観

点

発

明

者

の
特

定

が
難

し

い

そ

の
他

反対理由【研究者】
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Ｄ．発明報奨（補償）制度の内容理解、制度情報の開示についてＤ．発明報奨（補償）制度の内容理解、制度情報の開示について

自社の発明報奨（補償）制度の内容を「だいた
い理解している」、「項目なら知っている」研
究者は合わせて約１／３

３．発明報奨（補

償）制度が存在す

ることは知ってお

り、見ようと思え

ば見られる状態

にある

31 .0%

１．発明報奨（補

償）制度の全容を

だいたい理解して

いる

22 .8%

２．発明報奨（補

償）制度にどんな

項目が書いてあ

るかは知っている

11 .4%

４．発明報奨（補

償）制度が存在す

ることは知ってい

る

27 .4%

５．発明報奨（補

償）制度が存在し

ているか否か分

からない

3.3%

６．会社は職務発

明について規定を

置いていない

3 .0%

無回答

1.0%

【研究者】 【

２．発明報奨（補

償）制度にどんな

項目が書いてあ

るかは知っている

19 .6%

１．発明報奨（補

償）制度の全容を

だいたい理解して

いる

52 .2%

３．発明報奨（補

償）制度が存在す

ることは知ってお

り、見ようと思え

ば見られる状態

にある

21 .7%

４．発明報奨（補

償）制度が存在す

ることは知ってい

る

4 .3%

５．発明報奨（補

償）制度が存在し

ているか否か分

からない

2 .2%

６．会社は職務発

明について規定を

置いていない

0.0%

受賞者】
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Ｄ．発明報奨（補償）制度の内容理解、制度情報の開示についてＤ．発明報奨（補償）制度の内容理解、制度情報の開示について

発明報奨（補償）制度の充実は、就職先選択の
要素として「重要」または「一つの判断要素」
とする研究者は５割強

２．重要とまでは

言えないが、一つ

の判断要素であ

る

45 .2%

３．あまり関係が

ない

38 .1%

４．全く関係ない

8 .7%

無回答

1.1% １．重要な要素で

ある

5.7%

５．分からない

1.2%

【研究者】

２．重要とまでは言

えないが、一つの

判断要素である

43.5%

１．重要な要素であ

る

6.5%

無回答

0.0%
５．分からない

4.3%

４．全く関係ない

13.0%

３．あまり関係がな

い

32.6%

【受賞者】
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Ｄ．発明報奨（補償）制度の内容理解、制度情報の開示についてＤ．発明報奨（補償）制度の内容理解、制度情報の開示について

発明報奨（補償）制度の情報は、就職・転職希
望者等に対して、「どちらかといえば」または
「ほとんど」開示されていない、とする研究者
が約２／３

４．ほとんど開

示されるように

なっていないと

思う

38 .1%

３．どちらかと言

えば開示される

ようになってい

ないと思う

26 .7%

２．ある程度開

示されるように

なっていると思う

18 .9%

１．十分に開示

されるようになっ

ていると思う

2 .6%

無回答

1 .2%

５．分からない

12 .5%

【研究者】

３．どちらかと言え

ば開示されるように

なっていないと思う

30.4%

２．ある程度開示さ

れるようになってい

ると思う

26.1%

１．十分に開示され

るようになっている

と思う

4.3%

４．ほとんど開示さ

れるようになってい

ないと思う

32.6%

５．分からない

6.5%

無回答

0.0%

【受賞者】
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